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2024 年 3 月 税務ニュース 

ご相談等ございましたらお気軽にお問い合わせください。 
中央会計税理⼠法⼈・株式会社⼤阪中央会計事務所 

中央会計税理⼠法⼈・株式会社⼤阪中央会計事務

税制改正など、税務関連のニュースをお届けします。できるだけわかりやすく税⾦についてご紹介したいと思います。 

税務 NEWS 

令和 6 年度税制改正大綱（定額減税①） 

 

令和６年度の税制改正大綱において、令和６年分の所得税について定額による所得税の特別控除（定額減税）

が実施されることとなっています。所得税・住民税の控除の方法は、給与所得者、公的年金等の受給者、事

業者等によって異なります。今月は、令和６年６月から実施予定の定額減税についてご紹介します。 

 

 

１． 定額減税の概要 

 定額減税とは、納税者本人と配偶者を含む扶養家族を対象に１人当たり所得税３万円、住民税１

万円が減税される制度です。 

 定額減税の対象者：令和６年分の合計所得金額が 1,805 万円以下の方 

 定額減税額：次の金額の合計額 

（ただし、その合計額がその人の所得税額を超える場合には、その所得税額が限度） 

① 本人３万円（住民税１万円） 

② 同一生計配偶者または扶養親族１人につき３万円（住民税１万円） 

 

２．定額減税の実施方法 

 

定額減税の対象者で、所得税と住民税の年間の納税額が１人当たり４万円に満たない方に対しては、

給付金が支給されます。 

 

 給与の支払者は、令和６年６月１日以降に給与等を支払う際に源泉徴収税額から定額減税を控除

する事務負担が生じます。事前に定額減税の対象となる従業員および扶養親族の確認等が必要です。 

 給与の支払者が行う事務の内容については、改めてご紹介する予定です。 

 

所得税 住民税

給与所得者
・令和６年６月１日以後最初に支払われ
る給与等から控除し、控除しきれない部
分の金額は翌月から順次控除

・令和６年６月分は徴収せず、令和６年
７月分～令和７年５月分で、減税後の税
額を徴収

公的年金等の受給者

・令和６年６月１日以後最初に厚生労働
大臣等から支払われる公的年金等から控
除し、控除しきれない部分の金額は翌月
から順次控除

・令和６年 10 月分の特別徴収税額から
控除し、控除しきれない場合は令和６年 
12 月分以降の特別徴収税額から順次控除

事業所得者等

・原則として、令和６年分の所得税の確
定申告時（令和７年１月以降）に控除　
・予定納税の対象者は、本人分は第１期
分予定納税額から控除　　　　　　　　
・同一生計配偶者または扶養親族に係る
減税額については、予定納税額の減額申
請の手続により控除

・第１期分（令和６年６月分）の税額か
ら控除し、第１期分から控除しきれない
場合は、第２期分（令和６年８月分）以
降の税額から順次控除　　　　　　　　
・減税額には同一生計配偶者、扶養親族
分を含む


